
 

令和７年度 事業計画 

 

自 令和７年 ４月 １日 

至 令和８年 ３月３１日 

 

Ⅰ．公益目的事業の実施 

 

ⅰ．宅地建物取引業に係る取引に関する紛争を解決する事業 

 

○苦情の解決業務 

 

（１）宅地建物取引業に関し取引をした消費者の保護を図るとともに宅地建物取引業の健全な発達を

図るため、宅地建物取引業法第６４条の３第１項第１号及び第６４条の５の規定に基づく苦情の

解決業務を確実かつ迅速に実施する。 

（２）地方本部の取引相談委員会を通じ、苦情申出人に対し必要な助言を行い、当該苦情に係る事情

を調査するとともに、当該会員等に対し苦情の内容を通知し、迅速な処理を求める等取引事故に

係る紛争の早期解決に努める。 

（３）取引相談委員会と弁済委員会が連携し、苦情解決業務における運用体制の充実強化に努める。 

（４）苦情解決業務の運用上の課題等について、地方本部との必要な調整を図るとともに、会員管理

システム等を利用することにより総本部及び地方本部間における情報の共有化を図り、当該業務

の円滑な運営に努める。 

（５）地方本部の苦情解決業務担当者を対象として、当該業務に必要な知識の習熟を図るため、地区

協議会単位の「苦情解決業務研修会」を実施する。 
 

○弁済業務 

 

（１）宅地建物取引業に関し取引をした消費者等の保護を図るとともに宅地建物取引業の健全な発達を

図るため、宅地建物取引業法第６４条の３第１項第３号及び第６４条の８に基づく弁済業務を確実

かつ適正に実施する。また、宅地建物取引業法第６４条の１６第１項に基づく弁済業務保証金の還

付計画（認証金額）は、１億２千万円と見込む。 

（２）弁済委員会を適時に開催し、事案の迅速な処理に努めるとともに、高度な専門的知識を要する

事項については、弁護士等の外部専門家に助言を求め、認証審査の公正性確保に努める。 

（３）弁済業務の運用上の課題等について、地方本部との間で必要な調整を図るとともに、会員管理

システム等を利用することにより総本部及び地方本部間における情報の共有化を図り、当該業務

の円滑な運営に努める。 

（４）地方本部の苦情解決業務担当者を対象として、弁済業務の運営に必要な知識の習熟を図るため、

弁済委員会を公開する形での研修会を実施する。 

（５）弁済業務保証金の供託、取戻及び還付手続等を適正に実施し、弁済業務保証金制度の安定維持

に努める。 

  

○求償業務（還付充当金に関する事項） 

  

（１）弁済業務保証金制度の安定維持を図るため、宅地建物取引業法第６４条の１０に基づき、弁済業

務保証金の還付に係る会員等に対し、還付充当金納付請求手続等を迅速かつ確実に実施する。 

（２）地方本部及び当該業務に関連する委員会と連携を図り、求償対象者に対する資産調査・情報収



 

集を行い効率的な求償債権の回収を図るとともに、地方本部の求償業務担当者を対象とした求償

研修会を実施し、当該業務の円滑な運営に努める。 

 

ⅱ．宅地建物取引業に関する研修事業 

 

○教育研修（法定研修）業務 

 

（１）宅地建物取引業法第６４条の３第１項２号及び第６４条の６に基づき、代表者、宅地建物取引

士その他宅地建物取引業の業務に従事し、または従事しようとする者に対する必要な知識及び能

力の向上を図り、もって、消費者の利益を保護するとともに宅地建物取引業の適正な運営と取引

の公正を確保し、取引事故の未然防止に貢献するため、「研修会実施要綱」に基づき、各地方本部

を通じて研修会（一般研修会及び特別研修会）を実施する。 

（２）地方本部による研修会の開催に際しては、個別の開催通知発送に加えて協会ホームページ等を

利用することにより確実な周知を図り、会員の受講機会を確保するとともに、研修会実施方式の

工夫を図るなど、教育効果の向上に努める。 

（３）研修会の未受講会員に対しては継続的な受講指導に努める。 

（４）e ラーニングシステムによる動画配信を用いて、宅地建物取引業に関連した複数の研修コンテ

ンツを地方本部へ提供することにより、受講者の教育効果並びに受講率の向上に努める。 

（５）「研修会実施要綱」に基づく研修会の適正な運営を確保するため、地方本部教育研修委員長に対

する説明を行うよう努める。 

（６）公益社団法人全日本不動産協会が主催する全国不動産会議の実施に協力する。 

 

 ⅲ．その他宅地建物取引業に係る取引に関する紛争の予防又は解決に資する事業 

 

○一般保証業務 

 

（１）宅地建物取引業に係る紛争を予防し、一層の消費者保護に努めるとともに、宅地建物取引業の

適正な運営と取引の公正を確保するため、宅地建物取引業法第６４条の３第２項第１号に基づく

一般保証業務について、一般保証業務方法書及び一般保証委託契約約款を遵守し、当該業務を適

正かつ確実に実施する。 

（２）制度利用における利便性の向上に努め、会員への周知活動を通じて一般保証制度の利用の促進

を図る。 

（３）ホームページ及び各種媒体による消費者等への周知活動を通じて、広く一般に本制度の普及促

進を図る。 

（４）一般保証業務の内容等について調査研究を行い、利便性の向上を図るとともに、運用体制の更

なる整備充実に努める。 

 

○手付金等保管事業 

 

（１）宅地建物取引業法第６４条の３第２項第２号の規定に基づき手付金等保管事業を適正かつ確実

に実施し、取引の安全を図る。 

（２）各種研修会等の機会を捉え、パンフレットやステッカー等を利用して会員に対する手付金等保

管制度の普及啓発を行い、当制度の理解を促進するとともに、ホームページを活用し、当制度の

普及促進を図る。 

（３）手付金等保管事業の内容等について調査研究を行うとともに取引事故防止に努める。 

 



 

○手付金保証業務 

 

（１）宅地建物取引業の健全な発達を図るため、宅地建物取引業法第６４条の３第３項の規定に基づ

き手付金保証業務を適切かつ確実に実施する。 

（２）各種研修会等の機会を捉え、パンフレットやステッカー等を利用して会員に対する手付金保証

制度の利用啓発を行い、当制度の理解を促進するするとともに、ホームページを活用し、当制度

の普及促進を図る。 

（３）手付金保証業務の内容等について調査研究を行うとともに取引事故防止に努める。 

 

Ⅱ．収益事業等の実施 

 

○不動産賃貸事業 

 

公益目的事業を安定的に実施するため、本会会館（総本部・北海道本部・宮城県本部・埼玉県本部・

東京都本部・愛知県本部）の一部を賃貸する。 

 

○助成事業 

 

   公益社団法人全日本不動産協会に対して、宅地建物取引業に従事する者の資質向上を目的とした研

修に要する費用を助成する。 

 

Ⅲ．その他の活動の実施 

 

○広報関係業務 

 

（１）公益社団法人全日本不動産協会と協同で「月刊不動産」の企画編集及び発行を行い、広報活動

の充実を図る。なお、月刊不動産は Web による閲覧方式とし、閲覧者の利便性を高めるため

e メールにより配信を行い、スマートフォンなどモバイルデバイスによる閲覧にも対応する。 

（２）ホームページの維持管理等に努めるとともにコンテンツの充実を図り、会員及び消費者に対す

る情報の提供に努める。 

（３）公益社団法人全日本不動産協会と連携し、業界紙等の出稿を行う。 

（４）公益社団法人全日本不動産協会と連携し、インターネット広告等を実施する。 

（５）公益社団法人全日本不動産協会と連携し、入会案内パンフレット及び全国版のカレンダーを作

成・配付する。 

 

○組織活動の充実強化 

 

（１）令和８年度での正会員数４万社達成に向け、優良会員の積極的な入会促進と退会防止に努める。 
（２）公益社団法人全日本不動産協会に協力し、総務・財務委員会と連携のもと地方本部の基盤強化

並びに組織拡充を図る。 

（３）公益社団法人全日本不動産協会に協力し、会員増強の著しかった地方本部に対する表彰等を行

う。 

（４）公益社団法人全日本不動産協会と連携し、地方本部の取引士法定講習受託に向けた支援活動を実

施する。 

 

 



 

○総務関係業務 

 

（１）諸会議の開催計画 

 

定時総会  年１回   理事会   年７回 

常務理事会     年５回      監査会   年２回 

各種委員会     適 宜   会務運営会議  適 宜 

新年賀詞交歓会   年１回   役員研修会  年１回 

新任役員研修会 年１回        事務局職員研修会   適 宜 

 

（２）公益社団法人としての適確な業務処理及び適正な財務運営を推進する。 

 

① 公益社団法人全日本不動産協会及び一般社団法人全国不動産協会と連携し、適正な協会運営

が図られるよう諸規程の整備を行う。 

② 公益社団法人全日本不動産協会及び一般社団法人全国不動産協会と連携し、全国一元管理の

会員管理システムに基づく総本部と地方本部との効率的な業務運営を推進する。 

③ 公益社団法人全日本不動産協会及び一般社団法人全国不動産協会と連携し、希望者に対する

不動産手帳の製作・配付を行う。 

④ 事務職員等のマイナンバーに関し、特定個人情報等保護規程・特定個人情報安全管理細則に

基づき、適正な管理に努める。 

⑤ 公益社団法人全日本不動産協会及び一般社団法人全国不動産協会と連携し、文書管理ガイド

ラインに基づき、地方本部を含めた資料の電子化による業務内容整理と効率化を推進し、情

報の統一的な共有を図る。また、会員及び新規入会者の利便性向上のため、入退会・変更等

の手続について電子申請システムを運用する。 

⑥ 公益社団法人全日本不動産協会及び一般社団法人全国不動産協会と連携し、全日グループの

ＤＸ推進の一環として理事会等の会議についてペーパーレス化を推進する。 

⑦ 全日会館の適切な維持保全及び運営管理に努める。 

⑧ 適正な予算編成・管理を行い、財務運営の効率化に努めるとともに資金運用を適時・的確に

行い、財務運営の健全化に努める。 

⑨ 公益社団法人全日本不動産協会及び一般社団法人全国不動産協会と連携し、その他本会  

運営に関する施策等への協力・調整を図る。 

 

以上 

 

 


